




















　1990 年代後半に登場する「第三の道」（Giddens 1998＝1999）は ,「ポスト新自由主義」（Simon 
–Kumar 2011: 442）の時代における福祉国家の変容とその理念を適切に表現するものである。ギデ
ンズは，「第三の道」の政治的立場を「ポジティブ・ウェルフェア社会」（Giddens 1998 ＝ 1999：






ジティブ・ウェルフェア社会という文脈の中で機能する社会的投資国家 (social investment state)
を構想しなければならない」（ibid.：訳 195-197），という。
　このような社会的投資アプローチは事実，1990 年代後半以降， OECD や EU の雇用戦略の方法














力や潜在力の実現に投資することによって予防的でなければならない。」（Meeting of OECD 
Social Affairs Ministers, 2005-Extending Opportunities: How active social policy can benefit 
















うものである（Esping- Andersen 2009=2011：訳 35）。このように，子どもへの社会的投資とジェ
ンダー平等を結びつける論理は，1990 年代後半以降，福祉国家の主流の考え方になっている。例
えば，わが国においても「日本再興戦略改定 2015――未来への投資・生産性革命」（2015 年 6 月），
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」（2015 年 8 月），さらに「子
















「ハイリターン」を主張する（４）。ヘックマンは，1960 年代に 2 年間，アメリカで行われた，経済的
に恵まれない 3 歳から 4 歳のアフリカ系アメリカ人の子どもたちを対象にした「ペリー就学前プロ
ジェクト」の追跡調査をもとに次のように述べている。「所得や労働生産性の向上，生活保護費の
低減など，就学前教育を行ったことによる社会全体の投資収益率を調べると，15 ～ 17％という非
常に高い数値が出た。つまり 1 万ドルの投資に対して，1500 ドルから 1700 ドルのリターンが返っ












とにする。それは「福祉改革の新たな契約主義的アプローチ」（Gerhard et al. 2002: 121）と呼ぶこ
とができる。本来，「契約」概念は 18 世紀以降の近代社会の基本的なコンセプトであり，それは国











（６）　以下 ,「1」の内容は，原（2016：第 8 章，193-195，201-203）を加筆・修正したうえで再掲したものである。
社会的投資アプローチとジェンダー平等（原　伸子）
5








によって引き継がれることになる。最も典型的なのは NHS（National Health Service）における
「内部労働市場（internal market）」の導入である（７）。1997 年の NHS 白書『近代的で信頼できる新





（Julian Le Grand）によって提唱された公共政策の理論的枠組みである（Glennerster 1991；Le 
Grand 1991）。わが国においても，2000 年に始まった公的介護保険制度によって，すでに「準市場」
が導入されているのであるが，その財政原理は明確に「契約制の導入であり，競争原理の導入であ







味を復活させる」（White 2004：27-28），と。クリントンはその後 1992 年に大統領に選出されるに
あたって「われわれの知っている福祉をやめよう（end welfare as we know it）」と宣言した。そ









（１０）　2015 年 2 月の REITI 主催の政策シンポジウムにおける後房雄氏の講演テーマより。後（2015）参照。
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れから 4 年後の 1996 年には公約どおり「個人責任と就労機会調整法』（PRWORA，Personal 
Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act）を成立させている。この PRWORA に
よってアメリカでは史上初めて貧困救済に対して時間制限が導入されたのである。1930 年代に成
立した「扶養児童世帯扶助」（AFDC，Aid to Families with Dependent Children）は「貧困家庭




員会はベバリッジ報告以来の 50 年間の社会政策を再検討し，1994 年に『社会的正義――国民的再
生のための戦略（Social Justice：Strategies for National Renewal）』（Commission on Social Justice 
1994）を発表した。また以下の文章は，1993 年，Arnold Goodman Charity Lecture におけるブレ

























































チェーノが言うように「イデオロギー上の変化」がある（Daly and Saraceno 2002：85.）。事実，
EU では 1989 年に「労働者の基本的権利のためのコミュニティ・チャーター」が宣言され，1990
（１２）　ニューレイバーにおける保育の市場化については，ヘレン・ペン（Penn 2007）および原（2015）参照。ペン






トロールと親の行動への規制を強化する（Lister 2006: 55）。例えば 1998 年の「犯罪と騒乱に関す






　前述のようにイギリスでは，1997 年に労働党が 18 年ぶりに政権をとって以降，「第三の道」の
社会的投資アプローチによって，子どもの貧困問題は政治的に最も重要な課題となった（１３）。ト
ニー・ブレアは選挙で勝利した直後の演説で，「忘れられた地区と，忘れられた人々を失くす（no 
forgotten people and no no-hope areas）」として，子どもの貧困対策への強い決意を述べた。その








　ニューレイバーによる子どもの貧困対策では，Supporting Families（Home Office 1998）や，
The National Childcare Strategy（DfEE 1998）において示されたように，次の三つの課題が提起
された。① Sure Start による保育サービスと家族サービス，②税と補助金によって家族に財政支
（１３）　「第三の道」における社会民主主義の理念とそれをめぐる論争については原（2016）第 8 章を参照されたい。
（１４）　トニー・ブレアは，1997 年の選挙に勝利したあとすぐに，Peckam に赴いてスピーチを行った。そこは，1967
年から 77 年にかけてサウス・ロンドンのスラムの人々を救済する目的で 28.5 ヘクタールに及ぶ広大な場所につく
られたコンクリートの巨大な住宅群である。この地区では半数の住人が住宅給付を受け取り，5 世帯のうち 1 世帯











両輪をなすものである。2003 年にだされた教育訓練省の指針（DfES 2003）によれば，Sure Start 
Local Programmes（SSLP）は Children’s Center（CCs）に移行するとともに，CCs は三つの局面
をへて，貧困地域にターゲットをしぼった選別的サービスから普遍的サービスに移行するとされ
た。三つの局面とは，まず 2004 年から 2006 年にかけては現存の SSLP を CCs に転換する，2006










されていった。保育の窓口には Job Center Plus が併設されるとともに，CCs は多様なサービスの
「ハブ」（DfES 2003）となった。すなわち，子どもの保育と初期教育を担う地方政府の保育サービ
ス，ボランティアや企業保育サービス，健康相談，無職の親への雇用斡旋の窓口という多様なサー
ビスのいわば混合経済の「傘（service umbrella）」（Lewis，Cuthbert and Sarre 2011：36）の役







ンター（Center for Analysis of Social Exclusion，CASE）のキティ・スチュアートによれば，子
どもの貧困率（相対的貧困率，住宅費給付前）は，1996 ／ 97 年と 2006 ／ 7 年を比較すると，
16％の低下であり，貧困率の持続期間も，例えば過去 4 年間のうち 3 年間，貧困線以下で過ごした
子どもの割合は，1994 ／ 97 年における 17％から 2002 ／ 05 年における 11％へ減少した。政府の
公約には届かない値だが（目標は，相対的貧困率の 25％減少），数字上は着実な成果をあげたとい
えよう。しかしその一方，あらたな問題を生じさせた。それは所得格差の拡大である。所得の不平
等は 1996 ／ 97 年以降，一時下落したとはいえ，2004 ／ 05 年には上昇しはじめて，2006 ／ 07 年














教育成果に与える影響について調査した。そこでは，22 か月と 42 か月の幼児からサンプルが選ば











健発育研究所（National Institute of Child Health and Human Development，NICHD）による育児
研究などの成果にもとづきながら，幼児教育のもつ潜在的利益について明らかにした。ウォルド
フォーゲルは，アメリカの経験に照らしてイギリスの現状を分析して，イギリスではいまだ二つの
（１７）　ニューレイバーが，1997 年に社会的排除防止局（Social Exclusion Unit，SEU）を設けたときに，それに対し




れるところに特徴がある。この複数年の支出計画を SR（Spending Review）という。SR は，ブレア政権によって
導入されたものであり，基本的には３か年度を基準期間とし，2 年ごとに策定されている。最初の SR が，1998 年
7 月にイギリス大蔵省により公表された，The Comprehensive Spending Review：New Spending Plans 1999~2001，
である（稲田 2010：58）。
（１９）　ウォルドフォーゲルは当時，コロンビア大学の准教授であり，同時に，ロンドン大学の社会的排除研究セン












　前述のように，エスピン‐アンデルセン（2009＝2011）はその著書，The Incomplete Revolution : 












ための自律性を与えられるかどうかの度合い」（ibid. 1999 ＝ 2000：訳 87）である。それは，1990
















































































































のリスクは 32％低下し，大学進学のチャンスを因子にして 3 ポイント上昇させた」，「27 歳にいた
るまで 1 ドルの支出ごとに 5.7 ドルの見返り〔収益〕がある」（ibid.），と。またアメリカの都市研

















































保育の「準市場化」のもとで，1997 年以降，2000 年代に民間保育所が実に 7 倍に伸びたと言われ
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